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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第46期 

第３四半期 
連結累計期間 

第47期 
第３四半期 
連結累計期間 

第46期 

会計期間 
自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成29年４月１日 
至 平成29年12月31日 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 615,141 644,988 838,886 

経常利益 （百万円） 65,598 68,467 84,731 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 43,410 45,111 53,157 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 9,577 49,193 55,551 

純資産額 （百万円） 640,233 723,379 686,378 

総資産額 （百万円） 5,156,593 5,569,216 5,388,844 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 48.81 50.71 59.77 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） 48.64 50.52 59.56 

自己資本比率 （％） 11.9 12.4 12.2 

 

回次 
第46期 

第３四半期 
連結会計期間 

第47期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成28年10月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成29年10月１日 
至 平成29年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.01 15.09 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適

用会社）が判断したものであります。
 
(1）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間の国内外の経済は、英国のＥＵ離脱問題や朝鮮半島情勢の緊迫化等の地政学リスク

による不透明感が残る一方で、欧米の景気は拡大基調を維持しており、国内経済についても企業収益の回復や堅

調な雇用を背景とする所得環境の改善が進むなど、緩やかな景気拡大が続いております。こうした環境下、当社

グループでは昨年４月より開始した中期経営計画“Breakthrough for the Next Decade～今を超え、新たなる10

年へ～”に掲げる成長戦略と経営基盤強化戦略のもと、重点産業分野に定めている環境・エネルギー、ヘルスケ

ア、不動産、グローバルアセット（モビリティ）、社会インフラの５分野の取り組みを一層強化するなど、国内

外で積極的な事業展開を推し進めてまいりました。 

 当第３四半期連結累計期間の経営成績は次のとおりとなりました。 

 当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比4.9％増加の6,449億円となりました。また、売上総利益は

前年同期比6.3％増加の1,192億円、営業利益は前年同期比4.3％増加の638億円、経常利益は前年同期比4.4％増加

の684億円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比3.9％増加の451億円となり、第３四半

期連結累計期間の最高益を更新いたしました。

 契約実行高は、前年同期の複数の航空機リース取引の反動により、前年同期比5.8％減少して１兆892億円とな

りました。

 事業の種類別契約実行高は、賃貸事業が前年同期比12.2％減少の5,259億円（うちファイナンス・リース取引

3,485億円、オペレーティング・リース取引1,774億円）、割賦販売事業が前年同期比0.6％増加の725億円、貸付

事業が前年同期比0.8％減少の4,522億円、その他の事業が前年同期比29.8％増加の384億円となりました。 

 セグメント別の業績は次のとおりとなります。（記載の売上高は外部顧客に対する売上高、セグメント利益は

配賦不能営業費用控除前の営業損益を記載しております。）

 カスタマーファイナンス事業の契約実行高は、前年同期比0.9％減少の8,317億円となりました。損益面では、

売上高は前年同期比1.6％増加の4,380億円、セグメント利益は前年同期比6.3％減少の299億円となりました。

 アセットファイナンス事業の契約実行高は、前年同期比18.8％減少の2,575億円となりました。損益面では、売

上高は前年同期比12.4％増加の2,069億円、セグメント利益は前年同期比15.5％増加の413億円となりました。

(2）財政状態 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前期末比1,803億円増加して５兆5,692億円となりました。純資産

は、親会社株主に帰属する四半期純利益の積上げ等により、前期末比370億円増加の7,233億円、自己資本比率は

前期末比0.2ポイント上昇して12.4％となりました。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

(4）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,200,000,000

計 3,200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 895,834,160 895,834,160

東京証券取引所、名古屋

証券取引所 

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 895,834,160 895,834,160 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成29年９月27日

新株予約権の数（個） 4,930

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 493,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり    １

新株予約権の行使期間
自 平成29年10月14日

至 平成59年10月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格     567

資本組入額    284

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３
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（注）１．新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は100株とする。

新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割

（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場

合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当

該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てるものとする。

  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、そ

の効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額

を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式

分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調

整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。

また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に

準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の

調整を行うことができる。

２．(1）新株予約権者は、「新株予約権の行使期間」の期間内であることに加え、当社の取締役、監査役及

び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日の１年後応答日から５年間が経過するまでの間に

限り、新株予約権を行使することができる。

(2）上記(１)にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契

約若しくは分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認

の議案につき、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議

がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間に限り新株予約権を行使できるものとする。ただ

し、下記（注）３．に定める組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約

権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

(3）その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める

ところによる。

３．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に

限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力

発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の

日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、

株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の

日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を

保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲

げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただ

し、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記（注）１．に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に

上記(３)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受ける

ことができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。
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(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

生じる場合は、これを切り上げるものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。

(8）新株予約権の行使の条件

上記（注）２．に準じて決定する。

(9）新株予約権の取得条項

当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議

が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予

約権を無償で取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日～ 

平成29年12月31日
－ 895,834 － 33,196 － 33,802

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

6,092,100
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

889,726,900
8,897,269 －

単元未満株式
普通株式

15,160
－ －

発行済株式総数 895,834,160 － －

総株主の議決権 － 8,897,269 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱ＵＦＪリース株式会社
東京都千代田区丸の内
一丁目５番１号

6,092,100 － 6,092,100 0.68

計 － 6,092,100 － 6,092,100 0.68

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。

 

- 6 -

2018/02/13 10:32:14／17342696_三菱ＵＦＪリース株式会社_第３四半期報告書



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 102,011 190,730 

割賦債権 273,133 269,567 

リース債権及びリース投資資産 1,514,767 1,523,477 

営業貸付金 1,199,690 1,201,335 

その他の営業貸付債権 45,865 50,992 

賃貸料等未収入金 21,266 21,018 

有価証券 4,555 3,081 

商品 6,954 12,814 

その他の流動資産 78,523 85,733 

貸倒引当金 △8,397 △7,405 

流動資産合計 3,238,369 3,351,346 

固定資産    

有形固定資産    

賃貸資産    

賃貸資産 1,757,139 1,736,484 

賃貸資産前渡金 17,643 12,476 

賃貸資産合計 1,774,782 1,748,961 

その他の営業資産 12,422 34,487 

社用資産 6,154 5,838 

有形固定資産合計 1,793,359 1,789,286 

無形固定資産    

賃貸資産 110 99 

その他の無形固定資産    

のれん 75,785 72,180 

その他 11,712 32,123 

その他の無形固定資産合計 87,498 104,304 

無形固定資産合計 87,608 104,403 

投資その他の資産    

投資有価証券 197,549 250,216 

破産更生債権等 34,144 31,873 

その他 54,177 56,074 

貸倒引当金 △16,365 △13,984 

投資その他の資産合計 269,507 324,180 

固定資産合計 2,150,475 2,217,870 

資産合計 5,388,844 5,569,216 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 100,070 64,579 

短期借入金 545,818 426,617 

1年内償還予定の社債 193,553 142,606 

1年内返済予定の長期借入金 257,964 278,053 

コマーシャル・ペーパー 835,900 874,100 

債権流動化に伴う支払債務 55,518 54,019 

未払法人税等 12,545 5,429 

割賦未実現利益 20,225 17,990 

賞与引当金 5,115 3,789 

役員賞与引当金 26 223 

賃貸資産保守引当金 388 292 

その他の流動負債 144,232 128,409 

流動負債合計 2,171,361 1,996,109 

固定負債    

社債 579,976 723,333 

長期借入金 1,591,376 1,755,836 

債権流動化に伴う長期支払債務 81,965 72,076 

役員退職慰労引当金 159 148 

退職給付に係る負債 5,665 5,766 

負ののれん 251 232 

その他の固定負債 271,710 292,334 

固定負債合計 2,531,104 2,849,727 

負債合計 4,702,466 4,845,837 

純資産の部    

株主資本    

資本金 33,196 33,196 

資本剰余金 167,220 167,205 

利益剰余金 390,601 423,036 

自己株式 △2,211 △2,131 

株主資本合計 588,806 621,305 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 15,501 23,177 

繰延ヘッジ損益 942 1,588 

為替換算調整勘定 55,778 49,231 

退職給付に係る調整累計額 △3,944 △3,537 

その他の包括利益累計額合計 68,277 70,459 

新株予約権 1,253 1,467 

非支配株主持分 28,040 30,146 

純資産合計 686,378 723,379 

負債純資産合計 5,388,844 5,569,216 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 615,141 644,988 

売上原価 502,946 525,735 

売上総利益 112,194 119,253 

販売費及び一般管理費 50,960 55,379 

営業利益 61,234 63,873 

営業外収益    

受取利息 82 89 

受取配当金 1,478 1,778 

持分法による投資利益 2,026 2,022 

償却債権取立益 999 2,154 

その他 3,518 1,976 

営業外収益合計 8,105 8,021 

営業外費用    

支払利息 2,559 2,769 

その他 1,182 658 

営業外費用合計 3,741 3,427 

経常利益 65,598 68,467 

特別利益    

投資有価証券売却益 4,200 1,927 

段階取得に係る差益 － ※１ 846 

特別利益合計 4,200 2,774 

特別損失    

投資有価証券評価損 9 － 

投資有価証券売却損 0 20 

特別損失合計 9 20 

税金等調整前四半期純利益 69,789 71,221 

法人税等 24,551 24,324 

四半期純利益 45,238 46,897 

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,827 1,785 

親会社株主に帰属する四半期純利益 43,410 45,111 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

四半期純利益 45,238 46,897 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △2,824 7,619 

繰延ヘッジ損益 2,433 840 

為替換算調整勘定 △35,520 △6,547 

退職給付に係る調整額 368 358 

持分法適用会社に対する持分相当額 △117 25 

その他の包括利益合計 △35,660 2,296 

四半期包括利益 9,577 49,193 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 8,054 47,293 

非支配株主に係る四半期包括利益 1,523 1,900 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更 

  該当事項はありません。 

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更 

  該当事項はありません。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 当社及び一部の連結子会社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等

調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

  銀行借入金に対する保証債務等

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

成都神鋼建機融資租賃有限公司 1,547百万円 成都神鋼建機融資租賃有限公司 1,314百万円 

㈲ピー・エフ・アイ・エム・シーワン 1,152 ㈲ピー・エフ・アイ・エム・シーワン 1,152

Argos Shipping Pte. Ltd. 1,058 Argos Shipping Pte. Ltd. 1,066

Chailease International Financial 

Services Co., Ltd.
1,173

Chailease International Financial 

Services Co., Ltd.
927

その他の個人及び法人 28件 2,387 その他の個人及び法人 21件 969

計 7,319 計 5,429

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 段階取得に係る差益

太陽光発電事業を営む合同会社サンシャインエナジー湧水を営業者とする匿名組合への出資を増額し、同社を

連結子会社にしたことによるものであります。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負ののれ

んの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年12月31日）

賃貸資産減価償却費 82,219百万円 86,801百万円 

その他の営業資産減価償却費 371 904

社用資産減価償却費 1,602 1,654

のれんの償却額 4,118 4,329

負ののれんの償却額 △18 △18

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月16日 

取締役会
普通株式 6,313 7.10 平成28年３月31日 平成28年６月８日 利益剰余金

平成28年11月８日

取締役会
普通株式 5,559 6.25 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日） 

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月15日 

取締役会
普通株式 6,004 6.75 平成29年３月31日 平成29年６月８日 利益剰余金

平成29年11月８日 

取締役会
普通株式 6,672 7.50 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注）２ 

 
カスタマー 

ファイナンス 
アセット 

ファイナンス 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 430,993 184,148 615,141 － 615,141 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

351 273 624 △624 － 

計 431,344 184,421 615,766 △624 615,141 

セグメント利益 31,904 35,778 67,683 △6,448 61,234 

（注）１．セグメント利益の調整額は、主に、販売費及び一般管理費のうち報告セグメントに帰属しない親会社の

管理部門（総務、人事、経理等）に係る全社費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注）２ 

 
カスタマー 

ファイナンス 
アセット 

ファイナンス 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 438,078 206,909 644,988 － 644,988 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

7 363 370 △370 － 

計 438,085 207,273 645,358 △370 644,988 

セグメント利益 29,908 41,335 71,244 △7,370 63,873 

（注）１．セグメント利益の調整額は、主に、販売費及び一般管理費のうち報告セグメントに帰属しない親会社の

管理部門（総務、人事、経理等）に係る全社費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

- 14 -

2018/02/13 10:32:14／17342696_三菱ＵＦＪリース株式会社_第３四半期報告書



（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 48.81円 50.71円 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
43,410 45,111

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
43,410 45,111

普通株式の期中平均株式数（千株） 889,388 889,644

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 48.64円 50.52円 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
― ―

普通株式増加数（千株） 3,067 3,281

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成29年11月８日開催の取締役会において、第47期（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）の中間配当

を行うことを決議いたしました。

中間配当金総額 6,672百万円

１株当たりの金額 7円50銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月５日

 
（注）平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者（自己株式を除く）に

対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

    平成３０年２月９日

三菱ＵＦＪリース株式会社    

  取 締 役 会  御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 梅津 知充   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 白田 英生   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 川口 泰広   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱ＵＦＪ

リース株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

２９年１０月１日から平成２９年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９

年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期

連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱ＵＦＪリース株式会社及び連結子会社の平成２９年１２月

３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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